
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 
平成  25 年 4 月 1 日現在 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）： 
 日本における支援を受ける権利は、社会保障給付と不可分である。このため、法システ
ムと学説上の法体系ではこれらを渾然一体のものと認識してきた。これに対し、イギリス
の支援を受ける権利は、社会保障給付とは別個のものとして構築されている。イギリスで
は契約類似のものと観念するため、支援につながりやすい。しかしそれには濫用の危険性
がつきまとう。 
研究成果の概要（英文）： 
 The right of support is inalienable part of social security benefits in Japan. Compared with this, 
UK’s system is handled separately. UK law has a characteristic of contract of support, so it is useful 
for the beneficiaries. However, it has a propensity for benefit abuse. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2010 年度 700,000 210,000 910,000 

2011 年度 700,000 210,000 910,000 

2012 年度 700,000 210,000 910,000 
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総 計 2,100,000 630,000 2,730,000 
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１．研究開始当初の背景 
失業時の所得保障は、制度的に雇用保険法

による求職者給付の基本手当、生活保護法に
よる扶助に大別することができた。急速に悪
化する失業情勢にあって、我が国では両制度
について三点の重要問題があった。 
第一に、正社員の短期失業を所与のものと

して制度を構築してきた雇用保険制度が、失
業時の生活保障としての機能を著しく低下
させていることである。これには、社会保障
制度としての雇用保険制度が、正社員中心の
労働市場形成過程と同時期に形成されてき
たことと関係が深い。 

第二に、長期失業者と就労経験の少ない若
年者が増加しており、これらの者が社会的に
排除された状態にあることから、所得保障制
度からも排除されていることである。所得保
障と就労支援が不可分のものとして発展し
てきたわが国の法システムにあっては、所得
保障を受けない者に対する（再）就職支援の
システムが権利の構造として不十分であっ
たことが主たる原因である。このことによっ
て、労働市場への参入が依然として困難な状
況に直面していることである。 
第三に、就職困難者の生活保障と自立支援
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性の故に十分にその機能を発揮できない現
状にあることである。典型的には、一時的貧
困状態から脱して就労による自立を図ろう
としても、保護の補足性原理によって自立の
芽を摘まれた状態になっていることが少な
くなく、それによって自立を困難にさせるだ
けでなく、生活保護制度の利用を躊躇わせる
効果を持つのである。これには、生活保護制
度が労働市場から永続的に排除されている
者を対象とするいわば残余システムとして
機能してきたことと無関係ではない。 
 研究開始当時は、雇用保険制度と生活保護
制度との間に、失業扶助制度を導入すべきで
あるとの意見がみられた。この議論には、社
会保障給付の受給要件に就労関連活動を行
うことを義務づけるべきとの見解が支配的
であった。イギリスでもこのような観点から
制度設計が行われてきたが、イギリス法では
受給要件としての位置付けよりはむしろ、求
職者の就労自立支援の権利といった視点か
ら制度構築されているのではないかとの関
心事から、かような観点からイギリス法を研
究することで日本法へ示唆を得ようとした。 
 
２．研究の目的 
雇用形態の多様化と急速な失業情勢の悪

化により、失業時の所得保障の重要性がかつ
てないほどに高まってきている。他方で、失
業時生活保障におけるセーフティネット機
能の脆弱性が指摘され、失業時生活保障制度
の再構築は急務の課題である。本研究は、我
が国の①雇用保険法、②生活保護法、イギリ
スの③保険給付としての求職者給付、④社会
扶助給付としての求職者給付について、生活
保障と再就職支援を検討することにより、日
本法の再構築への必要な検討を加えること
を目的とした。 
 より具体的には、①イギリスにおける失

業時所得保障制度の史的展開を検討し、②イ
ギリスにおける失業時所得保障の法的構造
と就労支援の法的構造を解明し、③イギリス
において就労支援を受ける権利がいかに観
念されているのかを検討する。これによって、
④イギリスにおける労働権と求職者の権利
についての知見を得て、それをもとに⑤日本
における失業時の生活保障と就労支援の法
体系について検討する。さらには、⑥日本に
おいて「失業」時の権利として法の構造を把
握するのではなく、⑦「求職」時の権利とし
て観念することが適当であるとの仮説の下
に、法の体系として検討することを目的とし
た。 
 
 
３．研究の方法 
平成 22年度においては、イギリス失業保

険関連法についての立法史研究に従事した。

20 世紀初頭の失業法から失業保険法、失業扶
助法へと展開した過程を確認し、その後の展
開を主として求職関連活動要件を鍵にして
立法政策と裁判例の研究を行った。その結果、
社会経済動向、政治政策の選択結果によって
時代に応じた立法政策が展開されているけ
れども、司法判断の指針がそれほど大きくか
わるものではなく、求職者の権利として保障
すべき内容については裁判所が独自の機能
を担ってきたことがわかった。 
 これに加え、現代のイギリス求職者法が規
定する求職活動につき、受給者のみからその
世帯員まで義務づけが拡大してきている背
景について検討した。これは「福祉から就労
へ」をスローガンとする政策動向と、世帯か
ら個人単位化を進める社会保障制度の変革
に合致した、受給要件の厳格化に見られるも
のであるが、「就労すること」と「世帯」の
あり方の両者につき再検討を必要としてい
るとの議論がある。 
 平成 23年度は、イギリス求職者法が求め
る求職活動要件について、①公共職業紹介所
が提供する職業紹介について、それを受給者
が拒否した場合の取扱いについて、②職業訓
練等の受講を指示された求職者が、これを拒
んだ場合の取扱いについて、③自発的な離職
の事例に分け、その立法史と裁判例の動向、
労働権と受給権との間でいかなる議論が学
説で展開されていたのかを検討した。 
①については、時代に応じた法改正がなさ

れているものの、労働者の権利の視点から、
公共職業安定所が提供する求人の内容につ
いての制限が加えられ、さらにはそれを求職
者が拒否する場合の正当事由の有無、という
二つの判断方法によって、求職者の権利が確
保されてきたということができる。 
②については、積極的労働市場政策のあり

方自体が、時の政権や外部労働市場のあり方
によって規定されているところがあるけれ
ども、求職者が訓練を受ける権利として議論
するのよりはむしろ、拒否の正当事由（自由
権の保障）という観点で議論することが多い。
それは、元来職業訓練というものが労働契約
のような、労働と賃金との双務契約関係にあ
るのではなく、教育という一方的な関係にあ
ることから、受講者にとって苦役を強いる側
面があることを否定できない、という職業訓
練の性格に由来するように思われる。 
③については、わが国の失業者で雇用保険

給付（求職者給付の基本手当）受給者割合が
少ないことの最大の理由が、自己都合退職に
よる給付制限に求められることを着眼点と
した。イギリスにおける自己都合退職の議論
は、労働契約終了の法規制の問題として議論
されることが多いように見受けられた。辞職
か解雇か、あるいは合意解約か、という論点
は、労働法学においては不公正解雇補償など



の議論に結びつくものであるのだが、求職者
給付の受給要件との関係でこの問題を議論
するには、公法上の要保障事故として議論す
ることが適切である。すなわち、私法上は労
働者の辞職として扱われたとしても、公法上
はこれと別の法目的を持つのであるから、表
面上は類似した判断をするとしても、その根
底には大きくことなる価値判断がある。これ
によって、求職時の生活保障という側面から、
法体系を構築することができるように思わ
れた。 
 平成 24年度は、平成 22年度と 23年度の
研究成果を受け、労働権と社会的包摂という
観点から、求職者の権利を構想した。その結
果、イギリス法の議論に着想を得て、日本法
において労働法と社会保障法の両方に重畳
する領域として「求職者法」を構想すべきこ
とを主張した。 
 すなわち、イギリスにおける求職者の権利
は、所得保障給付を受ける権利と自立支援を
受ける権利とが別個のものとして観念され
ており、その権利の内実には、求職者が個人
として尊重されるべき自由権が保障され、発
展する権利として観念することができる。も
ちろん、求職者の自由権と、所得保障給付を
受給するための就労関連活動に関する要件
とでは、衝突する場面が少なくない。それで
も、両者の調整については判例法上の確立し
た原則があり、それは時の立法政策動向によ
ってそれほど左右されるものではない。この
ような求職者の権利からすれば、求職者が求
める労働が、たんに労働契約という双務契約
において、契約上の労働義務ということだけ
に意味を持たせるのではなく、労働それ自体
が求職者の自己実現に不可欠で、個人を尊重
するうえで貴重な法的価値を有するものと
して観念しなければならない。労働をそのよ
うなものとしてみるとき、ワークフェアであ
るとか、福祉から就労へ、という、手段とし
ての労働観からは、脱却した法体系を構築す
る必要があるものに思われた。 
 このような視点に立ち、わが国における求
職者法の構想は、労働市場から疎外されてい
る、ないし疎外されようとしている、あるい
は市場参入に多大な阻害要因を抱える者に
たいし、いかなる権利の体型として構築する
のか、ということが課題になる。具体的には、
就労経験の乏しい者、長期失業者、部分失業
者（長期安定的雇用を望むけれどもそれが実
現できない労働者。多くが生活の安定を目的
とした労働移動を希求している）が、その対
象となる。これらに対し、従来の労働法学や
社会保障法学では、個別の政策の是非を論ず
ることがあったとしても、法と権利の体系か
ら論ずることがなかったように思われる。 
 本研究では、これらの領域に関する「求職
者法」という法体系の構築を試みるに至った

のである。 
 
４．研究成果 
【研究の主な成果】 
(1)イギリスにおける失業給付法制・求職者
支援法制の史的展開 
(2)イギリスにおける求職関連活動と社会保
障給付受給権の関係 
(3)日本の生活保護法と雇用保険法における
求職関連活動の位置付け 
(4)新設された特定求職者支援法の法的構造 
【得られた成果の位置付けとインパクト】 
労働法学会及び社会保障法学会において、求
職者をめぐる法の体系をいかに構想すべき
かについて、議論を喚起させることができた。 
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